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京大東アジアセンターニュースレター   第 458号   





































■京都会場  2013 年 3 月 23 日(土) 13 時 30 分 
     京都大学法経第五教室 
 
      なお、東京会場  2013 年 7 月 20 日(土) 13 時 30 分 
            京都大学東京オフィス（品川インターシティＡ棟 27 階）にて開催予定 
 
 
総合司会  京都大学大学院経済学研究科  教授 諸富 徹 
13:30-13:40 
挨拶 京都大学大学院経済学研究科 東アジア経済研究センター長  教授 塩地 洋  










特別講演 ：東京大学 社会科学研究所  教授 丸川知雄  
            「中国太陽光産業の急成長と危機」  
講演 
15：05-15:20    京セラ株式会社   ソーラーエネルギー事業本部  主管技師  本多潤一 
               「スマート社会が変える太陽光発電の普及」 
 
15：20－15：35       日新電機株式会社  新エネルギー・環境事業本部  エンジニアリング部長 井筒達也 
                「太陽光発電所におけるＰＣＳ・連系設備への要求と対応」   
 
15：35-15:50    オムロン株式会社  環境事業推進部  清水孝信   









      
17:00-18:30 
懇親会          会場：みずほホール（法経東館地下１階） 
司  会  京都大学経済学研究科 特任教授/東アジア経済研究センター協力会 理事 宇野 輝    
開会挨拶  京都大学大学院経済学研究科  教授 諸富 徹  
閉会挨拶  現在未定 
 
       ●参加希望者は諸富（morotomi@econ.kyoto-u.ac.jp）までご連絡ください。 
 なお懇親会は参加者 2000円を頂きます（但しセンター協力会会員は無料です）。 
************************************************************************************************ 
世界の貧困と格差の解消策を求めて 



































高税率を 35％（地方税込 42～43％）→39.6％（地方税込 46.6～47.6％）に引き上げることで一応決着した。


















































の 2 カ国があり、「この計画は CP All の事業拡大のための一部であり、2015 年に予定されているＡＳＥＡＮ経済統
合に備えてのものである」と CP All社長 Piyawat Titasattavorakul氏は話している。 
予定されている支店数などの詳しいことはまだ分かっていないが、CP All はセブン・イレブンのフランチャイズを
行っている会社のうち世界で 3番目に大きな会社である。会社の企業広報部に勤める Banyat Kamnoonwapana氏
は「今回の計画の話は Piyawat 社長から聞いていますがいつまでに出店するか、具体的な内容は知りません」と話































の工場が、最低賃金を 61 ドルから 93 ドルに引き上げることと、解雇
された 2人の労働者を復職させること、長期契約を使用することなど
が含まれている。Gladpeer 社経営者である Va Chinda 氏のコメント
はまだ得られていない。 
一方、H＆Mの広報担当者Hacan Andersson氏は、メールの中で、「Gladpeer社のただのバイヤーであるわれわれ
H＆M としては、この状況には介入することはできない。また、わが社は最近スウェーデンの貿易組合 IF Metall ととも
に、カンボジアでの労働状況改善のためのプロジェクトをスタートさせた」とコメントしている。 
②１／３１、人権団体がウォルマート、H&Mに対し非難声明 






③Winson International 社他でもストライキ発生 









また、他にもプノンペンの Meanchey 地区の International Fashion Royal社、Takeo州の Blossom Century社でも、
最低賃金を 93 ドルへ引き上げる事を求め、労働者がデモ活動を行っている。 
さらに International Fashion Royal社においては、１／１７に約 200人の労働者達がトゥクトゥクに乗り込み、労務省









  カンボジアアパレル労働者民主組合連盟(C.CAWDU)は、「縫製工場では、２０１２年に計 150件もの労働争議が起
こり、そのうち 20件では怪我人が出ている。また 150件中 115件は、労働組合への不当な扱いが原因である」と主張
している。 
⑤１／２５、International Royal Fashion factory社でストライキ発生 
  プノンペンDangkor 地区にある International Royal Fashion工場で働いていた 700人以上の労働者が、１／２４に、
Veng Srengの道路を約２時間封鎖し、彼らの要求を容認しなかった工場主などへの不満を露わにした。 
Federation of Friendship Unionsの代表 Sieng Sambath氏は、１／２４、「現在の状況が続き労働者達の不満が解消
されないまま放っておくと、暴力事件に発展してしまう可能性もあります。労働者側の怒りはとても大きいものです」と
話す。 








7～8 の工場で働く 10,000 人以上の労働者が賃上げと労働環境
改善を求めてストライキを起こしている」と話す。 














カンボジア縫製業協会(GMAC)のメンバー登録を行なった会社が、去年のうちに 2 倍になった。「2011 年に加入し
た会社は 60社であったが、昨年は 120社もの会社が新しくメンバー登録を行なった」とGMAC事務局は話している。 












計で 450.000人にも及び、そのうち 80％は女性である。 
今月からタイ国内のすべての労働者の 1 日の最低賃金は 10 ドル(300 バーツ)となり、また、ベトナムにおいては最
低月収が 2400 万ドン(113 ドル)になる。それに比べてカンボジアの縫製工場では働く人々の最低賃金は、月に 61 ド
ルである。しかし実際労働者にはそれ以外に奨励金などが支払われており、最低賃金とこれらを足すと月に 83ドルほ
どの収入になる。 カンボジアアパレル労働者民主組合連盟の代表 Ath Thorn氏は、「この縫製業従事者の増加によ























プノンペン国際空港の近隣にある Human to Human社の小さなオフィスでは、現在 8人が働いている。顧客の多く
は縫製会社であり日本や韓国、アメリカ、マレーシア、香港や中国などの企業である。派遣会社には、特殊技能を持










































































2005年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 






2008年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
12月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011年 9.2            
1月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 
6月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012年             
1月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 
7月  9.2 13.1 1.8 20.6 251 1.0 5.7 -7.8 -8.6 18.9 16.0 
8月  8.9 13.2 2.0 19.4 267 2.7 -2.7 -12.7 -1.4 18.4 16.1 
9月 7.4 9.2 14.2 1.9 23.1 277 9.8 2.3 -6.4 -6.8 19.8 16.2 
10月  9.6 14.5 1.7 22.4 320 11.5 2.2 1.8 -0.2 14.6 15.9 
11月  10.1 14.9 2.0 20.0 196 2.8 -0.1 -8.7 -5.4 14.5 15.7 
12月 7.9 10.3 15.2 2.5 18.8 316 14.0 6.0 -7.8 -4.5 14.4 15.0 
2013年             




されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
